
７杉監査NO.６

１  日    時 　令和７年５月２８日（水）　午前９時５７分～午前１１時３２分

２  場    所 　監 査 委 員 室

３  出 席 者   　池田委員　　内山委員　　若原委員　　吉田委員

　事務局長　　事務局次長代理    事務局職員６名

４  議    題

（１）

ア

①

・

②

・

③

・

④

・

イ

・

　令和７年４月分例月出納検査の結果を以下のとおり決定し、その結果を議長及
び区長に報告し、公表することとした。
＜検査の結果＞
　当月分の計数について、関係諸帳票類と照合した結果、過誤のないことを確認
した。

　例月出納検査（令和７年５月分）の実施について

　会計管理室説明聴取

【出席者】会計管理室長、会計課長
　会計課長から説明を受け、杉並区役所庁舎整備基金積立金、源泉徴収の確認、
債券の購入件数等について質疑を行った。

　例月出納検査講評

【出席者】会計管理室長、会計課長
　代表監査委員から、会計管理室に対して、復命内容のとおり講評を行った。

　例月出納検査結果の報告及び公表

監 査 委 員 会 議 要 録

　令和７年度　例月出納検査について

　事務局から以下のとおり復命を受け、例月出納検査の検査件数、支出に関する
書類の日付が消えるボールペンで記載されていた事案、土地家屋調査士への業務
委託について、支払の際に源泉徴収されていなかった事案等について質疑を行っ
た。
＜復命内容＞
・当月分の計数について、関係諸帳票類と照合した結果、過誤のないことを確認
した。
・予算執行票等の検査において、会計課審査で４件、主管課審査で４件の所見が
あった。

　例月出納検査（令和７年４月分）について

　例月出納検査復命

　令和７年５月分例月出納検査の実施について、検査日等を決定し、議長及び区
長に通知することとした。
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ウ

・

（２）

・

５  報    告

（１）

・

（２）

・

６  配布資料

（１）

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧

（２）

①
②
③

　令和７年度　財政援助団体等監査実施計画について
　令和７年度　財政援助団体等監査の実施について

　事務局から説明を受け、補助金等の返還に関する調査、指定管理料で支払われ
る退職金の取扱い、指定管理料の使途が指定管理業務を実施するためのものであ
ることを指定管理者が明らかにすることができないものの取扱い等について質疑
を行い、審議した結果、実施方針、監査実施団体数等を決定し、議長、区長及び
教育委員会に通知することとした。
　また、監査の対象及び範囲、説明聴取日程等を決定し、議長、区長及び教育委
員会に通知することとした。

　令和７年度　財政援助団体等監査実施計画について
　令和７年度　財政援助団体等監査の実施について

　令和７年度　財政援助団体等監査実施計画（案）
　令和７年度　財政援助団体等監査実施計画の策定について（通知）（案）
　令和７年度　財政援助団体等に対する監査の実施について（通知）（案）

　令和７年度　例月出納検査について

　令和７年５月（４月分）例月出納検査復命
　会計管理室説明資料（令和７年度４月分歳入歳出現計表等）
　令和７年５月（４月分）例月出納検査講評（案）
　例月出納検査報告書（案）
　令和７年４月分例月出納検査の結果について（報告）（案）
　例月出納検査結果の公表文（告示文）（案）
　例月出納検査の実施について（通知）（案）
　令和７年４月（３月執行分）例月出納検査監査調書（案）

　住民訴訟の東京地裁判決について
　（選挙公報等におけるトランスジェンダー差別の助長に対する賠償請求事件）

　事務局から、判決の結果（区側勝訴（一部却下、一部棄却））及び概要につい
て説明を受け、その内容を確認した。

　地方自治法の一部改正について
　（サイバーセキュリティを確保するための方針の策定）

　事務局から、地方自治法の改正により、「監査委員は、サイバーセキュリティ
を確保するための方針を定めることとされた」こと等の説明を受け、その内容を
確認した。

　例月出納検査（令和７年３月分）監査調書について

　令和７年３月分例月出納検査監査調書について、その記載内容のとおり決定し
た。
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（３）

①
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（４）

①
②

（５）

①
②

　住民訴訟の東京地裁判決について
　（選挙公報等におけるトランスジェンダー差別の助長に対する賠償請求事件）

　監査委員会議要録

　令和７年４月１４日監査委員会議要録（案）
　令和７年４月２８日監査委員会議要録（案）

　地方自治法の一部改正について
　（サイバーセキュリティを確保するための方針の策定）

　地方自治法の一部を改正する法律の概要
　地方自治法第１１章（情報システム）

　令和７年５月２２日東京地方裁判所判決
　住民訴訟の一部却下、一部棄却について（報告）
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